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三期目に入る習近平政権を待ち受ける経済課題 

大きく落ち込んだ 2022年上半期の中国経済 

中国は2022年の経済について、年率5.5％前後の成長を目指すとしていたが、上半期は2.3%
（前年同期比）、第 2四半期(4～6月)は 0.4％と大きく落ち込んだ。最大の原因は厳しすぎるゼ
ロ・コロナ政策にあった。 

2ヶ月にわたる全面ロックダウンを余儀なくされた上海市に至っては、第２四半期は-13.7%、
上海周辺の江蘇省と浙江省も道連れになって、中国経済の心臓部である華東地域の経済全体が落
ち込んでしまった。また､北京も厳重なコロナ対策が採られたせいで２.９％のマイナス成長にな
るなど、中国の中心都市が軒並み大きな影響を受けた。 

中国経済が大きく落ち込んだもう一つの原因は、昨年後半から続く不動産の深刻な不況だ。人
の健康に喩えると、ゼロコロナ政策による経済の落ち込みが急性疾患だとするなら、不動産問題
がもたらす問題は慢性疾患だと言える。 

中国政府は 2020年夏に不動産バブルが再燃したのを重く見て、同年夏から不動産デベロッパ
ーに対する融資を厳しく引き締める措置を始めたが、その結果 2021年後半には不動産市場全体
が厳しい不況に陥ってしまった。事態の深刻さに気付いた政府は 2021年暮れから、引き締め策
の軌道修正を始めたが（注 1）、後遺症は、その程度の措置で癒えるほど軽くなかった。2022年
上半期の住宅販売は、面積が対前年同比-26.6％、金額では-31.8％、新規着工面積は-35.4％、
土地仕入れは-48.3％と、惨憺たる成績だった。 

なぜ不動産をそれほど厳しく引き締めたのか 

不動産は直接・間接効果を合算すると、年々の経済成長の 1／4～1／3 に貢献してきたと言
われる。それほど重要なセクターに対して、習近平政権が厳しい引き締め措置を採った理由は、
習近平政権が登場してからの過去 10年の経済政策を振り返ると見えてくる。 

習近平主席（と彼の経済ブレーン）は、就任
当初からインフラや不動産への投資など、借金・
投資頼みで成長率を維持するやり方を変えよう
とし（注 2）、2014年から、「新常態」の標語
の下、成長が減速しても安易に景気刺激策を採
らない経済運営を始めた。上のグラフは政府の
景気刺激策に感応しやすい経済指標の変化（前
年同期比伸び率、折れ線グラフ）と中国全体の
債務の増加ぶりを表す債務/GDP比（右縦軸目
盛、棒グラフ）を重ねたものだ。「新常態」政
策が採られていた 2014～2015 年にかけて、
経済指標が軒並み悪化していったことが分か
る。 

投資を抑制する政策には、インフラ投資をし
たがる地方政府、投資需要によって繁栄してき
た鉄鋼やセメントなど旧い産業セクターが抵抗
する。とくに、2015年は「新常態」政策にと
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って、厳しい試練の年になった。 

6月に株バブル崩壊、8月には人民切り下げ騒ぎが起きて、中国経済の先行き不安が高まり、
景気刺激策を求める圧力が高まった。明くる 2016年は第 13次五ヶ年計画の初年度に当たった
ため、全国で数多くの新規プロジェクトが待機していた。以上の諸事情が重なった結果、「新常
態」政策は押し戻されて頓挫し、2016年から新たな投資ブームが起きた。 

この結果 2016年の経済指標は劇的に好転したが、債務/GDP比が更に上昇してしまった。そ
れだけでなく、不動産バブルも 2016年に再び激化した（上述経済指標と住宅価格の対前年同期
比を重ねた下のグラフ参照）。 

過剰債務問題と不動産バブルの深刻化に危機感を強めた習近平政権は 2017 年、今度は「デ
レバレッジ」という標語を掲げて、再び投資・借金頼みからの脱却を目指した。今回は習近平の
権力集中のおかげもあって永続きし、債務/GDP比も増勢が止んで安定化する成果を挙げた。 

ところが、2020年コロナ・パンデミックが襲ってきたため、中国も財政・金融を総動員して
経済回復に努めた。この結果、経済指標は再び急速に回復したが、同時に、債務/GDPは一挙に
25%近く跳ね上がり、住宅バブルも再燃した。借金・投資頼みからの脱却を目指す試みにとっ
て、二度目の挫折である。 

習近平政権が 2020 年に厳しく不動産業界を引き締めたのは、二度の挫折を経験して「これ
以上過剰債務や不動産バブルを深刻化させてはならない」と決意したためであろう。2022年上
半期の経済成長が大きく落ち込んだことから、大型景気対策に対する期待が再び高まったが、7
月 28 日に開かれた政治局会議は、公約した「5.5%成長」を無理追いしない姿勢を示した（注
3）。秋に習近平の三選を決める第 20回党大会が控える中、重要な経済公約が未達に終わるのは
面目ないことだが、5.5%成長にこだわって無理、過剰な景気刺激策を採れば、三度目の挫折が
待っていると判断したのだと思われる。 

三期目習近平政権を待つ中国経済の課題 

習近平主席は 2022 年秋に予定されている第 20 回中国共産党大会で異例の三選を果たし、
少なくとも 2027 年までトップの座に留まると言われている。今後 5 年間の治世を経済面では
どのような課題が待ち受けているか、4つの点から見てみたい。 

（1） 投資・借金頼みからの脱却 

上述のとおり、習近平政権は「投資・借金頼みから脱却すべき」という考え方は一貫していた
が、結果は挫折の連続だった。習近平が登場した 10年前の 2012年と現在（2021年）を比較
して、経済規模は 2.1 倍になったが、債務総額は 3.3 倍、住宅価格は全国平均でも 1.6 倍、北
京に限れば 3倍になっている。秋から三期目に入る習近平政権にとって、過剰債務問題や不動産
バブルとの戦いは振り出しに戻るどころか、戦況は 10年前より悪化しているのだ。 

経済を不動産やインフラ投資依存から脱却させるのは容易ではない。年々の GDP成長に対す
る資本形成の貢献率は過去 5年平均で 38.6%と 4割近い。また固定資産投資額は最近落ち着い
てきたとはいえ、過去 5年平均で 5%伸びている。これを前年並みの横這いにするだけで成長貢
献度はゼロ、成長率は 4割近く落ちる。まして投資を年々削減していけば、成長を押し下げるこ
とになる。既得権勢力は 2016年に「新常態」政策を頓挫させたように強く抵抗するだろう。 

（2） 貧富格差と不動産バブルの解決 

習近平政権は昨 2021年「共同富裕」という新標語を打ち出した。貧富格差の問題は政治的な
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安定を損なうだけではない。不動産バブルや貧富の格差は、経済成長を損ない、発展途上国が
GDP1 人当たり 1 万ドルの壁を越えられない「中所得国の罠」に陥る典型的な原因でもあるか
ら、『共同富裕』を目指す姿勢に違和感はない。 

しかし、こんにち中国で重視すべき貧富の格差は「収入の格差」より「持てる者持たざる者」
という資産の格差であり、それを拡大させた元凶は、これまで経済成長のために不動産頼みを安
直に続けてきた共産党政権の失政である。この結果、不動産が非常識な高値になり、「持てる者
持たざる者」の資産格差が米国並みに広がってしまった（注 4）。 

一方、「持てる者持たざる者」の格差を縮めるために、不動産価格を下落させれば良いという
問題でもない。中国家庭の持家比率が９割を超え、家計の保有する資産の２／３は不動産という
実態（注 5）から考えて、不動産価格が大幅に値下がりすれば、国民の政府に対する大きな不満
を生むのは確実だからだ。むしろ、中国では国民が「強力な権限と財力を持つ中国政府は何とし
ても不動産価格の崩落を防ごうとするだろう」と信じてきた。 

しかし、最近この信念を揺るがせるような事件が起きている。厳しい引き締め措置によって
経営危機に陥った不動産業者が、販売済みなのに工事を続けられずに未完成のままになっている
マンションが多数生まれている。これに対して、住宅ローンを組んでマンションを購入した購入
者が集団でローン支払いをボイコットして、地元政府に対策を要求する動きが拡がっているのだ。 

本稿執筆時点で、ローン不払いが確認された物件は全国 115 都市で合計３26 件に及んでお
り、今後更に増えそうだ（注 6）。こうなると「今買っても住宅は引き渡されないかもしれない」
という不安心理が更に拡がって、不動産市場がますます冷え込むだけでなく、銀行が抱えるロー
ン債権が不良債権に転化する心配も出てくる。 

2022年 7月 28日に開催された政治局会議は「地方政府の責任において、建物の引き渡しを
確実にし、民生の安定を図る」方針を明らかにした。未竣工マンション問題については、関係す
る地方政府の間で、銀行の出資によりつなぎ資金を提供してマンション工事を完成させるファン
ドを設立するアイデアが検討されているという報道がある（注 7）。 

しかし銀行に回収リスクを負わせるような仕組みでは、融資できる案件も限られるし、時間も
かかる。そうしているうちに不動産市場にはますます不安心理が拡がる悪循環が起きる恐れがあ
る。そうしないためには、つなぎ融資が焦げ付けば政府が補償する仕組みを果断に打ち出すべき
だが、政府の姿勢は煮え切らない。中央政府が財政難にあえぐ地方政府に対策を委ねる姿勢にも
首を傾げさせられる。政府が果断に動かないと不動産市場はますます不安定化し、バブル崩壊を
招くリスクが増してしまうのではないか。 

（3） 国家財政の持続可能性 

中国経済を民間セクターと政府及び国有企業など「官」のセクターに二分すると、民間セク
ターは税収の 5割、GDPの 6割、雇用の８割を担うとされ、言わばフロー経済の主役である。
一方、フロー経済では脇役に過ぎない「官」セクターは、脇役には分不相応なほど大きな富を
支配している。土地の価値、上場企業の時価総額（注 8）などの大半が「官」セクターの掌中
にある事実は、富の所有といったストック経済では「官」セクターが主役であることを物語っ
ている。 

つまり、中国の政府は成長果実の取り分がほかの国の政府より多く、財力に恵まれている。
その財力を用いて、よその国に真似できない産業政策、軍備拡張、宇宙開発などを進め、国民
からは、「経済・社会に問題が起きたときも、政府が何とか解決してくれる」と頼りにされてき
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た。しかし、最近、国民の民生に関わりの深い地方財政が未曾有の財政難に直面して、これま
でのような役割を果たせなくなる恐れが生じている。 

地方財政を窮乏させている最大の原因は、過去 10 年の過剰投資、債務過剰だ。地方都市の指
導者が近隣都市と経済成長を競い合って、償還能力を無視した過大な借入でインフラ投資に邁進
するのは中国地方政府の宿痾である。 

地方財政はこのせいで 2014 年にも危機
的状況に陥ったが、このときは中央政府が
従来禁じていた地方債発行を解禁してくれ
たおかげで一息ついた（その代わり地方政
府の子会社による「隠れ債務」は縮小・廃
止していく約束だった）。ところが、地方政
府は財政が身軽になるや、2016年からの新
たなインフラ投資ブームに乗って更に負債
を積み重ねた。グラフは地方政府の「隠れ
債務」が依然として増え続けていることを
示す。しかもそうして借りた資金の 85%は
既往債務の借換に回っているという（注9）。
かくして、地方財政は再び財政危機に向か
っている。 

経済が不動産に依存しすぎたツケも地方財政を窮乏させている。深刻な不動産不況によって、
土地払下げによる地方政府の収入が大きく落ち込んでいるのだ。地方政府の全歳入の３割を占め
る土地払下げ収入は 2022年上半期に 31.4%も落ち込んだ。加えて､今は景気対策のために、歳
入面では付加価値税の大幅減税、歳出面では景気浮揚のための公共工事を増発している最中なの
である。 

地方財政が著しい財政難に見舞われていることは、昨年から全国で地方公務員の減給措置が相
次いでいるとされることにも表れている。昨今は上海、浙江、江蘇省など、中国で最も裕福な一
帯にも減給の動きが広がっているというのだ（注 10）。 

今後高齢化が進行していく中で、年金や医療などの財政負担は急激に増大していく。そのさな
かで、地方財政は過去の過剰債務や不動産依存が祟って深刻な財源不足に陥ろうとしている。こ
れでは「経済・社会に問題が起きたときも、政府が何とか解決する」能力がこれまでどおり発揮
できるか疑問である。 

（4） デジタル経済と科学技術（成長加速要因）の行方 

以上本稿では悲観的な話題を取り上げてきたが、前向きな話題もある。中国はデジタル経済
で世界の先端を行く。海外では「監視社会」の負の側面がよく取り上げられるが、コロナの感染
者追跡システムを即座に立ち上げることができたのは、整ったデジタル・インフラと技術者の人
的リソースに恵まれているからだ。中国は 5G通信ネットワークの整備でも世界の先端を行く。
これによりＩｏＴ技術（インターネットで社会の全てを繋げる技術）も、中国は世界の先端レベ
ルまで普及が進むだろう。これらによって、成長の原動力となる生産性向上も図られるはずだ。 

近年は科学技術の発達も目覚ましい。最近自然科学分野の研究論文で、中国が米国を抜いて
初めて首位となったという報道（注 11）があった。米国を始めとする先進国に範を取って 40年
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あまり営々と努力した結果、中国はいまや押しも押されもせぬ科学技術大国になった。国の助成
で生まれた優れた科学技術成果を産業技術に応用して数多くの成功を収めてきた米国に倣って、
中国でも科学技術成果が経済に活かされる時代が到来するだろう。しかし、これらの前向きな側
面が前段で述べてきた問題から中国経済を救い出してくれるかは疑問である。 

三期目習近平政権を待つ未来の経済 

習近平主席と中国共産党は、2021年春に制定した第 14次五ヶ年計画で「2035年に 1人当
たり GDP を中等先進国並みに引き上げる」遠景目標を定めた。2049 年に「中華民族の偉大な
復興」を達成するための中間里程標であり、この遠景目標を達成するためには、今後 14年間、
平均 4.5%以上の経済成長を続ける必要がある。 

しかし、その見通しは極めて険しい。 

21世紀最初の 10年、不動産とインフラ投資は文字どおりの成長ドライバーだった。前世紀
末に商品化されたばかりの住宅の価格が急上昇し、それが更に多くの投資を呼び込んだことには
理由があった。また、インフラ投資も優良事業が順番待ちの列を作っており、それらが経済発展
に多大の貢献をした。しかし「月満つればすなわち虧(か)く」…それに依存し続けるうち、成長
ドライバーは成長制約要因に転化してしまった。 

第一の問題は、不動産にせよ地方政府のインフラ投資にせよ、今後も投資規模を維持してい
くことは難しいことである。財政的にも持続困難だし、投資に値する事業がもはや多く残ってい
ないためだ。投資を減らして、これによる成長の低下に耐えなければならない。前借りした成長
率は後で返さなければならない。習近平政権も当初からそれを目指したが、挫折を繰り返したこ
とは前述した。そのせいで前借りが更に膨らんだので、これからの返済額も膨らんでいる。 

第二は、過去の過剰投資のせいで、中国が「中所得国の罠」に落ちる恐れが強いことである。
成長率を維持するためには、成長を生み出す源である生産性向上を図る他ない。生産性の高いセ
クターを伸ばし、低いセクターをダウンサイズするなど経済の中身を入れ替えて生産性が高まる
ように促す必要がある。富の配分もこの方向に即して行われるべきである。 

しかし、中国がこれまで積み上げてしまった不動産とインフラの過剰投資は、まさに富の配
分を歪め、貧富格差を増大させ、生産性の向上を妨げている。例えば、中国の不動産は投資利回
りが 2%程度、銀行の最優遇貸出レートの半分にも満たず、明らかに資産価値が過大評価されて
いる（注 12 ）。このように不相応に高値の不動産は、地代や家賃のかたちで「持たざる者（賃
借人、新規開業事業主など）」から「持てる者（家主）」に富を移転するチャネルになっている。 

また、地方政府の中には、インフラ投資のためにした借金を自力では到底償還できない「ゾ
ンビ地方政府」がたくさんある。彼らは政府が「隠れた政府保証」を提供しているおかげで借り
換えを認められ、金利を払い続けているが、その金利は本来他の事業（他の企業）が生んだ収益
を付け替えて支払われているに過ぎない。彼らに融資した金融機関は、本来「貸すべきでない相
手に金を貸した責任」を問われて債権を損失処理すべきだが、そうならずに支払いが続いている
金利は、金融機関とそこに大枚の金を預けている富裕層に富を不合理に移転するチャンネルにな
っている（注 13）。 

会計的な視点から見れば、中国は過去 10年の投資ブームによって国全体の財務の健全性が大
幅に悪化したとも言える。バランスシートに喩えるなら、「資産の部」では額面価値を大幅に下
回る正味価値しかない劣化資産が積み上がり、「負債の部」では債務者が自力償還できない債務
が積み上がってしまった。「隠れた政府保証」のおかげで債務不履行や破綻には至っていないが、
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実態は潜在不良債権だ。そして、この額面・表面と実態の乖離が富の配分を歪め（政府の肥大、
無駄遣い）、貧富格差を増大させ、生産性の向上を妨げている。 

普通の国なら、額面と実態が大きく乖離すれば「バブル崩壊」のかたちで清算が始まる。し
かし、政府の力が異例に強い中国では、「隠れた政府保証」慣行によってバブルが崩壊しない。
その代わり富の配分の歪みや貧富格差が日増しに悪化している。バブルが持ちこたえれば持ちこ
たえるほど、この問題が深刻化する――これが中国バブル問題の核心である。 

この病理の進行を止めないと、中国の生産性向上は妨げられ、中所得国の罠に落ちる運命が
避けられないだろう。病理の進行を止めるには、バランスシートの両側に溜まったゴミ資産と不
良債務を清算する必要がある。 

それは必ずしも「バブル崩壊」を意味しない。日本は 1990 年代初頭、性急に不動産バブル
潰しに走ったために、不動産を担保にした銀行貸出債権が大量に不良債権化して「失われた 10
年」に陥ってしまったが、中国は金融機関の殆どが国有であるため、資産の部と負債の部を両建
てで計画的に掃除していくことは、理屈の上では不可能ではない。 

しかし、その過程で中国と国民は様々な不都合な現実に向き合わざるを得なくなる。家計の
保有資産全体の 2/3 を占める不動産の価格は下落し、政府が重ねてきたインフラ投資は膨大な
損失（資産価値の目減り）を生んだ事が明らかになる。バランスシートの掃除が終わるまでの何
年間かは、新規投資も大幅に削られ、低成長の痛みが避けられなくなる。これまで国政の全権を
掌握し外部のチェックを拒んできた中国共産党の手で、これらの不都合な現実に国民を向き合わ
せ、納得させることができるかどうか。 

習近平主席は 2022年秋の第 20回共産党大会に先立って、最近今後 5年間の政策運営方針に
ついて講話した（注 14）。その中身を一言で言うと、昨年までの習近平施政のまま変化がない。
例えば 2021年 3月に「第 14次五ヶ年計画」が定めた「2035年に 1人当たり GDPを中等先
進国並みに引き上げる」目標にも修正を施す気配がない。つまり、今後 14年間、平均 4.5%以
上の経済成長を続けていく方針に変わりはないということだ。それはこの目標が習近平主席の目
指す究極の目標である「中華民族の偉大な復興」を達成するための中間里程標であり、中間目標
が揺らげば究極の目標達成も揺らぐからだろう。 

しかし、この 1 年間を振り返っても、中国では空前の不動産不況やロックダウン騒ぎが起き
た。世界では、ウクライナ戦争が起き、インフレーションが半世紀ぶりに戻ってきて各国は金利
の引き上げを余儀なくされている。中国でも世界でも、今後の経済成長を巡って不確実性とリス
クが大幅に上昇しているのに、この講話は、まるで何事も起きなかったかのように「1年前のま
ま」の中身なのだ。まして、本稿で取り上げた経済課題を解決する用意は感じられない。 

成長低下も嫌、過去の共産党治世に重大な疑問符を打つような荒療治も嫌となると、財政支出
を増やして問題を糊塗していくしかないが、地方財政はもはや限界だ。筆者は習近平政権三期目
には、遅かれ早かれ中央・地方財政関係を大幅見直し（例：年金を全面的に中央財政負担に）し
たうえで、財政赤字が急増していくと予想する。中国は香港を合算すればいまや世界最大位の純
債権国だ（注 15）。国債を大量発行してもすぐ破綻することはないが、債務/GDP比は近く 300%
を易々と突き抜けて上昇していくだろう。それでは中国は日本という「前車の轍」を踏むことに
なるのではないか。 

習近平政権三期目にバブル崩壊のような破局的な事象が起きる蓋然性はなお低いと考えるが、
荒療治を避けるなら、中国経済は中所得国の罠に陥っていくだろう。デジタル経済化や科学技術
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による経済発展は期待できるが、それだけで経済全体の成長を牽引するには、中国経済が抱えて
いる構造的問題は大きすぎる。成長が低下し、「中華民族の偉大な復興」が画餅に帰していくこ
とが習近平政権の内政、外政にどのような影響を及ぼすか、刮目して観察しなければならない。 

 
1 金融引き締めの行き過ぎ是正については「中国､一部の銀行に不動産事業向け融資拡大を指示＝関

係筋」（ロイター 2021 年11 月22 日）https://jp.reuters.com/article/china-property-debt-regulations-
idJPKBN2I70SD を参照。また、地方政府による住宅ローン条件緩和を許す点については「因城
施策！开年以来 超 20 城 出台房地产政策 措施」（ 中国房地产业协 会官方 网 2022-01-27） 
http://www.fangchan.com/news/320/2022-01-27/6892295171795652813.html参照。 

2  習近平は 10年前にトップに就任してから、「GDPだけで『誰が英雄か（業績を挙げたか）』を論じ
る時代は終わった」（2012年 12月）、「経済は 3つのタイミング（成長速度の切り替わり時期、構
造調整の陣痛期、過去の経済（刺激）政策の効果を消化するとき）が重なる時期にある」（2013年
7月）、「経済発展は新常態に入っている」（2014年 4月）といった講話を次々と発して投資・借金
頼みから脱却する姿勢を明らかにした。これは前政権で総理を務めた温家宝が退任間際まで「保八」
（成長率が 8%を割ってはならない）を標榜したのと極めて対照的だった。 

3  「 中 共 中 央 政 治 局 召 开 会 议  分 析 研 究 当 前 经 济 形 势 和 经 济 工 作 」（ 新 华 网 2021-07-30 ） 
http://www.xinhuanet.com/politics/leaders/2021-07/30/c_1127713888.htmは、「景気の回復傾
向を定着させ、雇用と物価の安定に注力し、経済（成長）を合理的な範囲で推移するようにし、最
良の結果を得るよう努力する」、さらに「経済大省は勇気をもって経済をリードし、条件の備わった
省は、経済社会の発展目標を達成するよう努力しなければならない」とも述べている。 

4  拙著「米中対立の先に待つもの」109頁参照。 
5  「 2019 年 中 国 城 镇 居 民 家 庭 资 产 负 债 情 况 调 查 」（ 新 浪 財 経 2020 年 04 月 24 日 ） 

https://finance.sina.com.cn/money/lczx/2020-04-24/doc-iirczymi8099086.shtml 

6  “China Faces Growing Pressure to Address Mortgage Protests”（WSJ 2022 / 7/ 21） 
https://www.wsj.com/articles/china-faces-growing-pressure-to-address-mortgage-protests-
11658320604 

7  「“停 贷”风 波 持 续 发酵  各 地 政 府 如 何 化 解 停 工 楼 盘 风 险 」 ( 財 新 2022 年 7 月 28 日 ) 
https://m.caixin.com/m/2022-07-28/101918858.html 

8  2015年 6月のデータ（入手可能な最新データ）によると、上場企業の時価総額合計の約 2/3は、
約 8300社の法人と 3700名の自然人、株式口座数からみれば、全体の 0.03%の少数株主が保有し
ている。その大半は国有企業及び「紅い貴族」と呼ばれる特権階級（の代理人）であると思われる
（詳細は拙著「米中対立の先に待つもの」（日経新聞社 2022年 2月刊）143頁以下を参照）。 

9 開源証券研究所マクロ深度報告「地方債務沉浮 40年」 
https://pdf.dfcfw.com/pdf/H3_AP202103311479918193_1.pdf?1617264976000.pdf 

10 「 疫 情 重 挫 经 济 公 务 员 降 薪 风 吹 至 上 海 」（ 联 合 早 报 2022-06-27、 
https://www.kzaobao.com/shiju/20220627/120027.html）によると、中国でも最も富裕な上
海、江蘇省、浙江省で「減給対策室」が設けられたほか、上海市では日本円換算で年俸 700万円
の公務員が 300万円単位の報酬カットに遭ったという。 

11 「中国、米並み「科技強国」へ ヒト・カネ、戦略的に投資 基礎研究でも成果生む」(日経 2022
年 8月 10日) https://www.nikkei.com/article/DGKKZO63318430Z00C22A8EP0000/による
と、中国は総論文数、研究者による引用上位 10%に入る「注目論文」数及び引用回数が上位 1%に
入る「トップ論文」数の三指標全てで米国を抜いて首位に立ったという。 

12 拙著「米中対立の先に待つもの」110頁以下参照。 
13 拙著「米中対立の先に待つもの」112頁以下参照。 
14 2022年 7月 26，27日に開催された省長・部長級会議における講話。「习近平在省部级主要领

导干部“学习习近平总书记重要讲话精神，迎接党的二十大”专题研讨班上发表重要讲话」（新华社

http://www.fangchan.com/news/320/2022-01-27/6892295171795652813.html
http://www.xinhuanet.com/politics/leaders/2021-07/30/c_1127713888.htm
https://www.kzaobao.com/shiju/20220627/120027.html
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2022-07-27） http://www.gov.cn/xinwen/2022-07/27/content_5703131.htm 

15 主要国（地域）の対外純資産(財務省、令和 3年末) 
https://www.mof.go.jp/policy/international_policy/reference/iip/2021_g3.pdf 
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